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行財政改革計画について
○ 行財政改革計画の概要

○ 行財政改革計画の構成と期間

社会経済情勢の変化に伴い複雑・多様化する行政課題や厳しい財政状況に対応しながら、
「千葉県総合計画」の着実な推進を行財政面から下支えするため、令和４年３月に「千葉県
行財政改革計画」を策定した。
昨年度、行政改革審議会での御審議を経て、令和７年１０月に計画の改訂を行った。

＜行財政改革指針＞
「時代の変化に対応した県民視点の県政を実現」を理念として掲げ、１０年後に目指す

県庁の姿（方針）、それを実現するための方策（戦略）をまとめたもの。

＜行財政改革行動計画（令和７年度～１０年度）＞
個別の取組ごとに、具体的な取組の目標、取組内容、取組工程、指標等を整理した個票

を作成し、毎年度取組状況の確認・検証を行う。 ⇒今回が改訂後初めての年間評価
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個票に掲げる取組の評価方法
○ 前計画時との違い
令和７年１０月改訂時の行政改革審議会の答申を踏まえ
・「取組効果」について、客観的な指標の達成度を基本として評価を行った。
・毎年度、前年度の年間評価を行政改革審議会に報告した上で、公表することとした。

現計画前計画

客観的な根拠に基づいて評価する
ＥＢＰＭの手法を参考に、各取組
の進捗状況の確認と効果の検証を
行うこととした。

各取組の確認・検証の方法が具体的に
示されておらず、総合的な評価に
とどまっていた。

ＰＤＣＡの仕組み

４８/全５５個票中１８/全５５個票中指標を設定した個票

毎年度（翌年度報告）最終結果（最終年度の翌年度報告）行政改革審議会への報告

取組の評価に当たっては、評価に至るプロセスを明らかにすることなどにより、県民に分かりやすく
説明するとともに、取組ごとに設定した定量的な指標を踏まえて、効果の検証や個票の柔軟な見直しを
行うこと。その際、指標の数値のみに捉われることのないよう留意すること。

○ 参考：令和７年１０月２１日付け千葉県行政改革審議会答申(抜粋)
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○評価基準

各取組に係る個票ごとに、「進捗状況」と「取組効果」の２項目により、標準的な進捗・
実績を「Ｂ」とする３段階で評価を行った。

「進捗状況」…「取組工程」に対して、進捗が上回っていれば「Ａ」
下回っていれば「Ｃ」

「取組効果」…「指標」の目標に対して実績が１０％超上回っていれば「Ａ」
１０％超下回っていれば「Ｃ」

（複数の指標がある場合は、達成率の単純平均で評価）

個票に掲げる取組の評価方法
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年間評価結果
概ね計画通りに進捗しているが、一部の取組においては目標を達成できていないため、
取組効果の向上に向けて更なる取組が必要である。

令和７年度

Ａ：予定以上に進捗している ２

Ｂ：計画通りに取組を実施した ５２

Ｃ：遅れが生じている １

令和７年度

Ａ：期待以上の効果が得られた ９

Ｂ：期待された効果が得られた ３７

Ｃ：期待した効果が得られなかった ７

未定：集計中等 ２

○ 進捗状況 ○ 取組効果

Ａ・Ｂが約９８％ Ａ・Ｂが約８７％
※割合はいずれも未定を除く
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主な「取組効果」Ａ評価
○ 業務の集約化・一元化の推進（整理番号１３）

【指標】業務サポートセンターにおいて各所属からの依頼に基づき請け負った業務数
令和７年度目標 ４００件 ⇒ 令和７年度実績 ６８０件

【取組内容等】
計画どおり、令和８年度からの香取合同庁舎における業務集約に向けて準備を進めることができた。各所属からの

業務の集約化への取組として、業務サポートセンターの設置を行い、印刷業務、スキャン支援業務に加え、業務サ
ポートセンターの体制を強化し、目標の１.５倍以上の業務依頼をこなすことができた。

○ 場所にとらわれない働き方の推進（整理番号２８）

【指標】オフィス改革実施所属数（累計）
令和７年度目標 ７所属 ⇒ 令和７年度実績 ９所属

【取組内容等】
令和７年度は新たに本庁６所属でオフィス改革を実施し、目標の７所属を上回る累計９所属での実施となった。

令和８年度についても本庁２３所属、出先機関１所属での実施と、本庁累計１７ 所属の目標に対し、３２所属の
実施を予定しており、大きく進捗する見込みである。

※「香取合同庁舎における業務集約により削減された業務時間」の指標もあるが、令和８年度からの実施となるため、今回は評価対象外
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○ オープンデータの整備と利活用の促進（整理番号４０）

【指標】千葉県オープンデータサイトへのオープンデータの公開件数
令和７年度目標 １,４００件 ⇒ 令和７年度実績 １,６３５件

【取組内容等】
計画どおり千葉県オープンデータサイトを再構築し、行政が保有する様々な分野のデータ公開を進め、また、千葉

県オープンデータサイト運営要領を策定し、機械判読に適したデータ形式での公開を促進することで、指標を大きく
上回って達成することができた。

○ キャッシュレス決済の推進（整理番号３６）

【指標】収入証紙を扱っている使用料・手数料の全収納件数のうちキャッシュレスによる納付が可能な割合
令和７年度目標 ２７％以上 ⇒ 令和７年度実績 ４５％

【取組内容等】
収入証紙を扱っている使用料・手数料のキャッシュレス対応状況について、全庁調査を適宜実施したことにより、

現状を的確に把握することができた。その結果、収納件数が多く、キャッシュレス決済に未対応であった所属に
ついて、重点的に対応することで、県民の利便性向上に繋げることができた。

主な「取組効果」Ａ評価
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主な「取組効果」Ｃ評価
○ 研修の充実・強化（整理番号５）
【指標】研修プラットフォームで配信するパワーアップ研修の受講者数
令和７年度目標 ７５０人 ⇒ 令和７年度実績 ６３６人

【取組内容等】
研修プラットフォームのシステムを６月に導入し、パワーアップ研修※（eラーニング）の公開が７月になったこ

ともあり、指標（目標）を下回ったものの、「千葉県職員人材基本方針」の策定を踏まえ、キャリア形成支援に向け
「キャリア開発研修」を新設したほか、新規採用職員研修をはじめとする階層別研修等での研修科目や講義内容等の
見直しを行い、計画どおり職員研修を実施し、研修ニーズや課題を把握することができた。

※職員の資質・能力向上に向けた任意研修

○ 内部統制体制の整備・運用（整理番号１５）

【指標】知事部局における研修受講率
令和７年度目標 ９０％ ⇒ 令和７年度実績 ６７％

【指標】リスクの発生件数
令和７年度目標 ７１５件 ⇒ 令和７年度実績 ９２３件

【取組内容等】
計画どおり、全職員を対象とした研修を実施し、各所属の内部統制の自己評価に対する独立的評価を行い、

報告書を議会に提出した。令和７年度から内部統制制度の運用を見直したこともあり、より一層の研修内容の工夫
や周知の徹底等が必要である。また、リスクの発生件数については、NHK受信契約の未締結による受信料の不払いが
様々な所属で確認されたことなどから、目標を達成できなかった。モニタリングの実施などは一定程度行うことが
できていたが、更なる実施を図る必要がある。
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○ デジタル人材育成研修等の実施（整理番号３４）

【指標】ＤＸ推進人材の育成（研修受講率）
令和７年度目標 １００％ ⇒ 令和７年度実績 ８６.１％

【取組内容等】
受講率は指標（目標）を下回ったものの、令和７年度デジタル人材育成研修計画に基づき、３５件の研修を実施し、

ＤＸ推進人材を対象とした必修研修については、延べ８４４人が受講するなど、オンライン化やデジタルツールの
活用など行政のDXを推進する人材の育成を着実に進めた。

○ 寄附金収入の確保（整理番号２２）

【指標】寄附受入額
令和７年度目標 ０.７億円 ⇒ 令和７年度実績 ０.４億円

【取組内容等】
指標（目標）を下回ったものの、積極的な広報や寄附環境の整備を行い、また、生まれ育ったふるさとに寄附を

通じて貢献するという、ふるさと納税制度の趣旨に基づいた運用を行いながら、地域課題の解決など、政策目標の
実現に向けた事業の実施について検討を進めることができた。ポータルサイト「ふるさとチョイス」を経由した寄附
件数は、１２７件となり、前年度と比較して増加した。

主な「取組効果」Ｃ評価
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主な個票の見直し箇所
○ ボトムアップ型の政策提案の実施（整理番号３１）
【見直し内容】
指標の目標（職員提案で選定された件数：令和１０年度に延べ１１件）を令和７年度に達成（延べ１１件）した

ことから、令和８年度以降の目標を各年度単位とし、その目標値の修正を行った。

○ オープンデータの整備と利活用の促進（整理番号４０）

【見直し内容】
令和７年度に指標の目標(オープンデータサイトへのオープンデータの公開件数：１，４００件)を大きく上回って

達成(１，６３５件)したことから、令和８年度以降の目標の修正を行った。

○ 県民・市民活動団体等との連携・協働（整理番号５１b）

【見直し内容】
より適切に取組を評価するため、指標として、ボランティア活動に参加する意思のある方の数である

「ちばボランティアナビの個人登録数」を新たに追加した。
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※これまでの指標は「ボランティア活動に参加したことがある人の割合」のみ


